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改定事項 

☑業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入 

☑高齢者虐待防止の推進 

☑身体的拘束等の適正化の推進 

☑通所介護等における入浴介助加算の見直し 

☑通所介護、地域密着型通所介護における個別機能訓練加算の人員配置要件の緩和及び評価の

見直し（通所介護・地域密着型通所介護のみ） 

☑科学的介護推進体制加算の見直し 

☑外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し 

・豪雪地帯等において急な気象状況の悪化等があった場合の通所介護費等の所要時間の取扱い

の明確化 

・通所介護・地域密着型通所介護における認知症加算の見直し（通所介護・地域密着型通所介

護のみ） 

・リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画書の見直し 

・アウトカム評価の充実のための ADL 維持等加算の見直し 

・介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算

の一本化 

・テレワークの取扱い 

・特別地域加算、中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者へのサービス

提供加算の対象地域の明確化 

・通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化 

＊厚生労働省「令和６年度介護報酬改定における改定事項について」より改定事項を抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 令和６年度介護報酬改定における改定事項について 
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（１）【規則・基準】 

通所介護 
東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準

に関する条例（平成２４年１０月１１日 条例第１１１号） 

地域密着型通所介護 府中市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準を定める規則（平成２５年３月１９日 規則第１０

号） 認知症対応型通所介護 

指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業者は、感染症や非常災害

の発生時において、利用者に対する指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所

介護事業所の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講じなければならない。 

２ 指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業者は、通所介護・地域 

密着型通所介護・認知症対応型通所介護従業者に対し、業務継続計画について周知すると 

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業者は、定期的に業務継 

続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入
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（２）【基準について（解釈通知）】 

通所介護 

東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する条例及び

東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に

関する条例施行要領（平成２５年３月２９日 ２４福保高介第１８８２

号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する

基準について（平成 18 年 3 月 31 日 老計発第 0331004 号、老振発第

0331004 号、老老発第 0331017 号） 認知症対応型通所介護 

① 指定通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護事業者は、感染症や災害が 

発生した場合にあっても、利用者が継続して指定通所介護の提供を受けられるよう、業務 

継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、通所介護従業者に対して、必要 

な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならないこととしたものである。 

なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、事業所に実施が求められる 

ものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、感 

染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研 

修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容について 

は、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライ 

ン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照さ 

れたい。また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、項目につい 

ては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定す 

ることを妨げるものではない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保 

等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報 

共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場 

合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有すると 

ともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催すると 

 ともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容につ 

 いても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防 

 及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。 
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④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行 

動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生 

した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。なお、 

感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のための訓 

練と一体的に実施することも差し支えない。また、災害の業務継続計画に係る訓練につい 

ては、非常災害対策に係る訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するも 

のを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

 

（３）【留意事項について（解釈通知）】 

通所介護 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ

ス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支

援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成１２年３月１日 老企第３６号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地

域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項について（平成 18 年 3 月 31 日 老計発第 0331005

号、老振発第 0331005 号、老老発第 0331018 号） 

認知症対応型通所介護 

業務継続計画未策定減算については、基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月

（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状

況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算す

ることとする。 

なお、経過措置として、令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びまん延の防止の

ための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定している場合には、当該減算は適用しな

いが、義務となっていることを踏まえ、速やかに作成すること。 

 

 

 

 

 

 

 

「業務継続計画の策定」に関する措置を講じていない場合、基本報酬の減算

の対象となります（※令和７年３月 31 日までの間は、感染症の予防及びま

ん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定している場

合には、当該減算は適用しない）。（２）の解釈通知を参考にご対応いただ

き、実施した研修や演習等については、行われていることが分かるよう実施

記録を残す等のご対応をお願いします。 
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（１）【規則・基準】 

通所介護 

東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の

基準に関する条例（平成２４年１０月１１日 条例第１１１

号） 

地域密着型通所介護 府中市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定める規則（平成２５年３月１９日 規則第

１０号） 認知症対応型通所介護 

指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業者は、虐待の発生又はそ

の再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業所における虐待

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、指定通所介護・地域密

高齢者虐待防止の推進
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着型通所介護・認知症対応型通所介護従業者に周知徹底を図ること。 

 ⑵ 当該指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業所における虐待

の防止のための指針を整備すること。 

 ⑶ 当該指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業所において、指

定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護従業者に対し、虐待の防止の

ための研修を定期的に実施すること。 

 ⑷ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

（２）【基準について（解釈通知）】 

通所介護 

東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する条例及び

東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に

関する条例施行要領（平成２５年３月２９日 ２４福保高介第１８８２

号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する

基準について（平成 18 年 3 月 31 日 老計発第 0331004 号、老振発第

0331004 号、老老発第 0331017 号） 認知症対応型通所介護 

虐待の防止に関する事項について規定したものである。虐待は、法の目的の一つである高

齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定

訪問介護事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防

止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養

護者に対する支援等に関する法律」（平成１７年法律第１２４号。以下「高齢者虐待防止

法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・

人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものと

する。  

・虐待の未然防止  

指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業者は高齢者の尊厳保

持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、第３条

の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解

を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者

としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。  

・虐待等の早期発見  

指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業所の従業者は、虐待等

又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これ

らを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の

周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐待等に係る

相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。  

・虐待等への迅速かつ適切な対応  

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定通所介

護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行
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われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。  

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発

を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。   

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号）  

虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場

合はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広

い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に

開催することが必要である。また、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用するこ

とが望ましい。  

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なもので 

あることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であると 

は限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。  

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設 

置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものである 

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。  

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理

に関するガイドライン」等を遵守すること。  

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとする。 

その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等） 

は、従業者に周知徹底を図る必要がある。  

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること  

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること  

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること  

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること  

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われる

ための方法に関すること  

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に 

 関すること  

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること  

② 虐待の防止のための指針（第２号）  

指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所事業者が整備する「虐待の防

止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方  

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項  

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針  

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針  

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項  

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項  
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ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項  

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項  

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項  

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号）  

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎

的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該指定通所介護・地域

密着型通所介護・認知症対応型通所事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を

行うものとする。  

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定通所介護・地域密着型通所介

護・認知症対応型通所事業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修

（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実

施することが重要である。  

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所

内での研修で差し支えない。  

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号）  

指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所事業所における虐待を防止す

るための体制として、①から③までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者

を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の

従業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での複数担当(※)の兼務や他の事

業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差

し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事

業所の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障が

ないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ましい。）、感染対策

担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発を防止するための措置を適切に

実施するための担当者、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施す

るための担当者 

 

（３）【留意事項について（解釈通知）】 

通所介護 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サー

ビス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介

護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意

事項について（平成１２年３月１日 老企第３６号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定

地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制

定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 31 日老計発第

0331005 号、老振発第 0331005 号、老老発第 0331018 号） 

認知症対応型通所介護 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合で

はなく、措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算することとな

る。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催していな
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い、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の

研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていな

い事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から

３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の

翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減算す

ることとする。 

 

 

（１）【規則・基準】 

通所介護 
東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関す

る条例（平成２４年１０月１１日 条例第１１１号） 

地域密着型通所介護 府中市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める規則（平成２５年３月１９日 規則第１０号） 
認知症対応型通所介護 

身体的拘束等の適正化の推進

令和３年度介護報酬改定を受けて義務化された「高齢者虐待防止のための措

置」については、措置を講じていない場合に基本報酬が減算となります。定

期的な委員会の開催や研修の実施等について、措置が行われていることが分

かるよう実施記録を残す等のご対応をお願いします。 
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（指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取

扱方針） 

 指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 

身体的拘束等を行わないこと。 

 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況 

並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。 

 

（２）【基準について（解釈通知）】 

通所介護 

東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する条例及び

東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に

関する条例施行要領（平成２５年３月２９日 ２４福保高介第１８８２

号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する

基準について（平成 18 年 3 月 31 日老計発第 0331004 号、老振発第

0331004 号、老老発第 0331017 号） 認知症対応型通所介護 

（指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護の基本取扱方針及び具体的取

扱方針） 

 指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該 

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身 

体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあって 

も、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録 

しなければならないこととしたものである。 

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を 

満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこ 

ととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要である。 

 なお、当該記録は、２年間保存しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

身体的拘束等の更なる適正化を図る観点から、上記のとおり運営基準に新た

に規定されました。解釈通知を参考に、各事業所にて組織等として必要な手

続きを行い、取り組んだ内容について記録に残していただくようご対応をお

願いします。 
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通所介護等における入浴介助加算の見直し 
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（１）【留意事項について（解釈通知）】 

通所介護 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サ

ービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居

宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上

の留意事項について（平成１２年３月１日 老企第３６号） 

地域密着型通所介護 
指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 31 日老計発

第 0331005 号、老振発第 0331005 号、老老発第 0331018 号） 
認知症対応型通所介護 

（入浴介助加算について） 

ア 入浴介助加算(Ⅰ)について 

① 入浴介助加算Ⅰは、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合について算定される 

ものである（大臣基準告示第１４号の５）が、この場合の「観察」とは、自立生活支援の 

ための見守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上の 

ために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防のための声かけ、気 

分の確認などを行うことにより、結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場 

合についても、加算の対象となるものであること。なお、この場合の入浴には、利用者の 

自立生活を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴含む）等であ 

る場合は、これを含むものとする。 

② 入浴介助に関する研修とは、入浴介助に関する基礎的な知識及び技術を習得する機会 

を指すものとする。 

③ （略） 

イ 入浴介助加算(Ⅱ)について 

① ア①から③までを準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加算(Ⅰ)」は、「入浴 

介助加算(Ⅱ)」に読み替えるものとする。 

② 入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助 

を行うことが想定される訪問介護員等（以下「家族・訪問介護員等」という。）の介助に 

よって入浴ができるようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを評価する 

ものである。なお、入浴介助加算(Ⅱ)の算定に関係する者は、利用者の状態に応じ、自身

で又は家族・訪問介護員等の介助により尊厳を保持しつつ入浴ができるようになるため

には、どのような介護技術を用いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で、ａ～ｃ

を実施する。 

ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専門員又は利用者の動

作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域

包括支援センターの職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以下、

「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問（個別機能訓練加算を取得するにあたっての

訪問等を含む。）し、利用者の状態をふまえ、浴室における当該利用者の動作及び浴室の

環境を評価する。 

その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づい

て、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行
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うことが可能であると判断した場合、指定地域密着型通所介護事業所に対しその旨情報

共有する。また、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、指定地域密着型通所介護事業

所の従業者以外の者である場合は、書面等を活用し、十分な情報共有を行うよう留意する

こと。(※) 当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な介護技術に基づ

いて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を

行うことが難しいと判断した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又は指

定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業所の福祉用具専門相談員と連

携し、利用者及び当該利用者を担当する介護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与若しく

は購入又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。 

    なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示の下、介護職員が居宅を

訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室における利用者の動作及び浴室の環境

を踏まえ、医師等が評価及び助言を行うこともできることとする。ただし、情報通信機器

等の活用については、当該利用者等の同意を得なければならないこと。また、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵

守すること。 

ｂ （略） 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近い環境にて、入浴介助

を行う。なお、利用者の居宅の浴室の状況に近い環境については、大浴槽等においても、

手すりなど入浴に要する福祉用具等を活用し、浴室の手すりの位置や使用する浴槽の深

さ及び高さ等を踏まえることで、利用者の居宅の浴室環境の状況を再現していることと

して差し支えないこととする。また、入浴介助を行う際は、関係計画等の達成状況や利用

者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員等の介助によって入浴することができ

るようになるよう、必要な介護技術の習得に努め、これを用いて行われるものであるこ

と。なお、必要な介護技術の習得にあたっては、既存の研修等を参考にすること。 

 

（２）【令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ】一部抜粋 

○令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月１５日） 

【通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護】 

問 60 入浴介助に関する研修とは具体的にはどのような内容が想定されるのか。 

（答） 

・具体的には、脱衣、洗髪、洗体、移乗、着衣など入浴に係る一連の動作において介

助対象者に必要な入浴介助技術や転倒防止、入浴事故防止のためのリスク管理や安

全管理等が挙げられるが、これらに限るものではない。 

・なお、これらの研修においては、内部研修・外部研修を問わず、入浴介助技術の向

上を図るため、継続的に研修の機会を確保されたい。 
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通所介護、地域密着型通所介護における個別機能訓練加算の人員配置

要件の緩和及び評価の見直し（通所介護・地域密着型通所介護のみ） 
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【留意事項について（解釈通知）】 

通所介護 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サ

ービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居

宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上

の留意事項について（平成１２年３月１日 老企第３６号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 31 日 老計

発第 0331005 号、老振発第 0331005 号、老老発第 0331018 号） 

認知症対応型通所介護 

（個別機能訓練加算について） 

個別機能訓練加算は、専ら機能訓練を実施する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護

職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師につ

いては、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ

指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に事した経

験を有する者に限る。）（以下「理学療法士等」という。）を配置し、機能訓練指導員等が共同

して、利用者ごとに心身の状態や居宅の環境をふまえた個別機能訓練計画を作成し、当該計画

に基づき計画的に機能訓練を行うことで、利用者の生活機能（身体機能を含 

む。以下⑾において同じ。）の維持・向上を図り、住み慣れた地域で居宅において可能な限り

自立して暮らし続けることを目指すため設けられたものである。本加算の算定にあたっては、

加算設置の趣旨をふまえた個別機能訓練計画の作成及び個別機能訓練が実施されなければな

らない。 

① 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ 

イ （略） 

ロ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを算定する際の人員配置 

(Ⅰ)イの専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置することに

加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配置すること。こ

の場合において、例えば１週間のうち特定の時間だけ、(Ⅰ)イの要件である専ら機能訓練

を実施する理学療法士等を１名に加え、さらに(Ⅰ)ロの要件である専ら機能訓練を実施す

る理学療法士等を１名以上配置している場合は、その時間において理学療法士等から直

接訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の算定対象となる。ただし、この場合、当該

加算を算定できる人員体制を確保している曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介

護支援事業者に周知されている必要がある。なお、指定地域密着型通所介護事業所の看護

職員が当該加算に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、指

定地域密着型通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。 

ハ～へ （略） 

② （略） 
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科学的介護推進体制加算の見直し 
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（１）【留意事項について（解釈通知）】 

通所介護 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サ

ービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居

宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上

の留意事項について（平成１２年３月１日 老企第３６号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年３月 31 日 老計

発第 0331005 号、老振発第 0331005 号、老老発第 0331018 号） 

認知症対応型通所介護 

情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻

度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並び

に事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

 

（２）【LIFE 関連通知】 

○「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事

務処理手順及び様式例の提示について」（令和６年３月１５日 老老発０３１５第４

号）一部抜粋 

https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/001257192.pdf 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

利用者等ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。な

お、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに

訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた月の

サービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの間について、利用者等全

員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10 日までに提

出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から算

定ができないこととなる。）。 

ア 本加算の算定を開始しようとする月においてサービスを利用してい 

る利用者等については、当該算定を開始しようとする月 

イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降にサービスの利用を 

開始した利用者等については、当該サービスの利用を開始した日の属す 

る月 

ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月ごと 

エ サービスの利用を終了する日の属する月 

ただし、イの場合であって、月末よりサービスを利用開始した利用者等に係る情 

報を収集する時間が十分確保できない等のやむを得ない場合については、利用開始 

月の翌々月の 10 日までに提出することとしても差し支えない。その場合、当該 

利用者等に限り、利用開始月のサービス提供分は算定できない。 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/001257192.pdf
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○介護保険最新情報 Vol.１２９２「令和６年度報酬改定に対応した『科学的介護情

報システム（LIFE）』の稼働開始のお知らせ」一部抜粋

https://www.mhlw.go.jp/content/001282564.pdf   

令和６年４月～８月分の LIFE 関連加算の算定のためのデータ提出期限について 

令和６年７月 31 日までは、利用者情報及び ADL 維持等情報のみデータ提出が可

能でしたが、令和６年８月１日からは、LIFE 関連加算のすべての様式情報の提出が

可能となります。 

令和６年４月～８月分の LIFE 関連加算の算定を行う場合、令和６年８月１日～10

月 10 日の遡り入力期間に算定する加算の様式情報を提出いただくことで、当該加算

の算定が可能です。ただし、提出すべき情報を原則として令和６年 10 月 10 日まで

に提出していない場合、算定した当該加算については、遡り過誤請求を行う必要があ

るためご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し

https://www.mhlw.go.jp/content/001282564.pdf
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【基準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通所介護 
「介護職種について外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法

律施行規則に規定する特定の職種及び作業に特有の事情に鑑みて事業所管大臣が定め

る基準等」について（平成 29 年 9 月 29 日 社援発 0929 第 4 号、老発 2929 第 2 号

厚生社会援護局長、老健局長連名通知） 

地域密着型通

所介護 

認知症対応型

通所介護 

第三 技能実習生の配置基準上の取扱いについて  

１ 介護施設等における報酬上の配置基準の取扱いについて  

 次のいずれかに該当する介護職種の技能実習生については、法令に基づく職員等の配置基準 

において、職員等とみなす取扱いとすること。 

① 技能実習を行わせる事業所において実習を開始した日から６月を経過した者 

② 技能実習を行わせる事業所において実習を開始した日から６月を経過していない者で

あって、事業者が、当該者の日本語の能力及び指導の実施状況並びに事業所の管理者、

実習責任者等の意見等を勘案し、配置基準において職員等とみなすこととした者 

③ 日本語能力試験のＮ２又はＮ１（平成２２年３月３１日までに実施された審査にあっ

ては、２級又は１級）に合格している者 

ただし、②に該当する者を配置基準において職員等とみなす場合は、次のア及びイを満

たすこと。 

ア 一定の経験のある職員とチームでケアを行う体制とすること 

イ 安全対策担当者の配置、安全対策に関する指針の整備や研修の実施など、組織的に

安全対策を実施する体制を整備していること 
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（１）【規則・基準】 

通所介護 

東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の

基準に関する条例（平成２４年１０月１１日 条例第１１１

号） 

地域密着型通所介護 府中市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定める規則（平成２５年３月１９日 規則第

１０号） 認知症対応型通所介護 

 (勤務体制の確保等) 

 指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業者は、指定通所介護・地域

密着型通所介護・認知症対応型通所介護従事者の資質向上のための研修の機会を確保しなけ

ればならない。この場合において、当該指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通

所介護事業者は、全ての通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護従事者(看護

職員、介護福祉士又は介護支援専門員の資格を有する者、法第八条第二項に規定する政令で定

める者その他これらに類する者を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させ

るために必要な措置を講じなければならない。 

 

（２）【基準について（解釈通知）】 

通所介護 

東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する条例及び

東京都指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介

護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準に

関する条例施行要領（平成２５年３月２９日 ２４福保高介第１８８２

号） 

地域密着型通所介護 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する

基準について（平成 18 年３月 31 日 老計発第 0331004 号、老振発第

0331004 号、老老発第 0331017 号） 認知症対応型通所介護 

当該指定通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護事業所の従業者の質の向

上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確

保することとしたものであること。また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接

携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受

講させるために必要な措置を講じることを義務づけることとしたものであり、これは、介護

に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護

を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものであること。当該義

務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関する基礎

的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同条第３項において規定

されている看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員

初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は訪問介護

２ 認知症介護基礎研修について 

（通所介護・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護） 
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員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ

師、はり師、きゅう師等とする。 

 

（３）令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ一部抜粋 

〇令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月１５日） 

問 159 当該研修を受講していない者を雇用しても問題ないか。その際、運営基準

違反にあたるのか 

（答） 

当該研修の義務付けは、雇用の要件に係るものではなく、事業者が介護に直接携わ

る職員に対し、研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務付けているも

のである。したがって、介護に直接携わる職員として研修を受講していない者を雇用

する場合でも、運営基準違反にはあたらない。なお、新卒採用、中途採用を問わず、

新たに採用した医療・福祉関係資格を有さない従業者に関する義務付けについては、

採用後１年間の猶予期間を設けている。 

 

問 161 「認知症介護基礎研修を受講させるための必要な措置」とは、具体的にど

のような内容か。 

（答） 

「認知症介護基礎研修を受講させるための必要な措置」については、受講料の負担

や、勤務時間内に受講出来るような配慮（シフトの調整等）、インターネット環境の整

備等、様々な措置を想定している。 


